
 

  

主催：愛知県弁護士会（担当：国際委員会） 

後援：中華人民共和国駐名古屋総領事館、東海日中貿易センター、愛知県、名古屋市     

あいち産業振興機構、日本貿易振興機構（ジェトロ）名古屋貿易情報センター 

独立行政法人国際協力機構（JICA）中部センター、名古屋商工会議所 

独立行政法人中小企業基盤整備機構（以上、予定を含む） 

 
愛知県弁護士会では、「中国律師が語る、中国ビジネスに取り組む企業のための、新型コロ

ナ影響下の人事・労務に関する法律問題」というテーマで、下記の要領でセミナーを開催い
たします。 
新型コロナウイルス感染拡大問題は、中国に進出している日系企業をはじめ、中国ビジネ

スに取り組む日本企業に多大な影響を与えています。先行きの読めない状況が続く中で、労
務にかかわる諸問題は、中国ビジネスに取り組む企業の大きな関心事となっています。 
そこで、企業の皆様にこの点に関する情報提供をさせていただくために、今回のセミナー

を企画しました。 

 講師には、広東広信君達法律事務所の陳偉雄弁護士をお招きして、日本語でご講義いただ
きます。陳弁護士は、いわゆる稲沢市議事件の弁護人をご担当されており、多くの中国進出
日系企業の案件を手掛ける同事務所の高級パートナーです。 

陳弁護士のご講義の後は、中国大連に支店事務所を有する夏目武志弁護士、中国法務に精
通する野田雄二朗弁護士、中国の大学院に留学経験のある岡部真記弁護士の３人を交えてパ
ネルディスカッションを行い、それぞれの知識・経験を踏まえ議論を掘り下げていきます。 

 

記 
【日  時】  令和３年１月２８日（木）１５時００分～１７時００分 
【内  容】  「中国律師が語る、中国ビジネスに取り組む企業のための、新型コロナ影響

下の人事・労務に関する法律問題」 
講 師  陳偉雄弁護士（中華人民共和国弁護士） 

（広東広信君達法律事務所高級パートナー） 

＊詳細は、同氏ご提供の略歴表をご参照ください〔別添〕。 
       パネルディスカッション 
        陳偉雄弁護士、夏目武志弁護士、野田雄二朗弁護士、岡部真記弁護士 

【会  場】 ZOOMによるオンライン開催 

【参 加 費】 無料 

【定  員】 ５００名 

【申込方法】 下記メールアドレス宛にメールでお申し込み下さい。 

その際、お名前、会社名、役職、メールアドレスをご連絡下さい。 

開催日までに視聴用ＵＲＬをお送りさせていただきます。 

１月２６日（火）までにお申し込み下さい。 
 
申込先 kaigai@aiben.jp 

 

mailto:kaigai@aiben.jp


中国法セミナーご質問記載用紙 

 

ご質問者氏名 

 

 

（ご質問されたい内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パネルディスカッションの後に質疑応答の時間を設ける予定です。ご質問のある方は、本用

紙にご質問内容をご記載の上、１月２１日（木）までにＦＡＸにてご提出ください（ご質問

は当日も受け付けますが、可能な限り、事前にご提出いただけますと幸いです）。 

 

 

愛知県弁護士会事務局第２課業務・広報係 大澤 宛（ＦＡＸ０５２－２０４－１６９０） 

 


